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上   場   会   社   名       いす 自ゞ動車株式会社 上場取引所  東京証券取引所
コ    ー   ド    番   号 7202 本社所在都道府県
(URL  http://www.isuzu.co.jp/investor/index.htmｌ)      東京都
代　　　表　　  者 取締役社長　井田 義則
問合せ先  責任者 総務人事部　ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ　土屋 良文 TEL (03) 5471 - 1141
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中間配当支払開始日 ― 中間配当制度の有無　　有

単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年  9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切り捨て）

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 446,187 22.8 31,547 ― 27,260 ―

14年 9月中間期 363,226 △ 2.5 △ 15,954 ― △ 20,406 ―

15年 3月期 760,608   13,128 4,880

  中間（当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭
15年 9月中間期 17,229 ― 23.03

14年 9月中間期 △ 114,021 ― △ 89.26

15年 3月期 △ 189,447 △ 172.08
(注)①期中平均株式数   普通株式：15年9月中間期 748,097,295株  14年9月中間期 1,277,386,555株
          15年3月期  1,100,948,315株      （優先株式については別紙をご参照下さい。）
    ②会計処理の方法の変更       無　 
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり １株当たり
中間配当金 年間配当金 

円　銭 円　銭
15年 9月中間期 0.00 ―

14年 9月中間期 0.00 ―

15年 3月期 ― 0.00

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
15年 9月中間期 771,984 107,189 13.9 9.61

14年 9月中間期 748,750 46,637 6.2 36.51

15年 3月期 717,601 82,743 11.5 △ 23.07
(注)①期末発行済株式数 普通株式：15年9月中間期  748,065,423株  14年9月中間期　1,277,339,406株

15年3月期  748,127,138株   （自己株式控除後の株式数です。）
（なお、優先株式については別紙をご参照下さい。）

 　 ②期末自己株式数 普通株式：15年9月中間期  461,488株　14年9月中間期  114,505株  
15年3月期  399,773株

２. 16年  3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

期  末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭

通　　期 850,000 50,000 32,000 0.00 0.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   42円78銭

なお、業績予想につきましては、現在入手可能な情報に基づき算出しており、主要市場における需給動向、為替などの重要な
要素の変動により、実際の業績と大きく異なる可能性があります。

１ 株 当 た り
中間(当期)純利益



別紙
「期中平均株式数」

 平成１５年９月期  平成１４年９月期  平成１５年３月期
株 株 株

普通株式 748,097,295 1,277,386,555 1,100,948,315

優先株式
Ⅰ種優先株式 37,500,000 － 12,500,000

Ⅱ種優先株式 37,500,000 － 12,500,000

Ⅲ種優先株式 25,000,000 － 8,333,333

Ⅳ種優先株式 25,000,000 － 8,333,333

「中間期末発行済株式数」

 平成１５年９月期  平成１４年９月期  平成１５年３月期
株 株 株

普通株式（自己株式控除後） 748,065,423 1,277,339,406 748,127,138

優先株式
Ⅰ種優先株式 37,500,000 － 37,500,000

Ⅱ種優先株式 37,500,000 － 37,500,000

Ⅲ種優先株式 25,000,000 － 25,000,000

Ⅳ種優先株式 25,000,000 － 25,000,000

「１． 1５年 ９月中間期の業績」指標算式

１株当たり中間純利益

１株当たり株主資本

「２． 1６年 3月期の業績予想」指標算式

１株当たり予想当期純利益（通期）

中間期末発行済普通株式数－中間期末の普通株式の自己株式数
予想当期純利益

中間純利益
普通株式の期中平均発行済株式数－普通株式の期中平均自己株式数

中間期末資本の部合計－中間期末発行済優先株式数×発行価額    
中間期末発行済普通株式数－中間期末の普通株式の自己株式数



１．中間損益計算書
（単位：百万円）

科        目 当 中 間 期 前 中 間 期 増   減 前     期
（15/4～15/9） （14/4～14/9）  （14/4～15/3）

446,187 363,226 82,960 760,608

366,605 332,469 34,136 656,576

79,582 30,757 48,824 104,032

48,034 46,712 1,322 90,904

31,547 △ 15,954 47,502 13,128

1,321 1,587 △ 265 4,416

979 1,141 △ 162 2,875

342 446 △ 103 1,540

5,607 6,039 △ 431 12,663

3,660 4,306 △ 646 8,621

            その他の営業外費用 1,947 1,732 215 4,041

27,260 △ 20,406 47,667 4,880

2,164 13,551 △ 11,387 18,566

            固 定 資 産 売 却 益 15 － 15 －

            投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,969 90 1,879 4,102

            退職給付費用会計基準変更時差異 － 13,437 △ 13,437 13,437

            そ の 他 の 特 別 利 益 179 24 155 1,026

15,978 64,186 △ 48,207 170,413

            固 定 資 産 処 分 損 3,216 1,347 1,868 2,999

            非連結子会社等投資・債権評価損 8,612 37,509 △ 28,897 61,908

            投資有価証券評価損 － 818 △ 818 4,942

            事業構造改善損失 － 790 △ 790 12,198

            特別退職金 － 22,108 △ 22,108 21,708

            特別退職金 － － － 64,629

2,895 1,569 1,325 1,597

            そ の 他 の 特 別 損 失 1,254 42 1,211 429

13,447 △ 71,041 84,488 △ 146,966

法人税、住民税及び事業税 568 559 9 2,460

△ 4,350 42,420 △ 46,771 40,020

17,229 △ 114,021 131,250 △ 189,447

120,504 153,451 △ 32,947 153,451

－ － － 9,644

－ － － 24,846

－ － － 89,829

836 218 617 246

102,438 267,254 △ 164,815 218,332

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

そ の 他 の 特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

関係会社等投資・債権評価損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

事 業 構 造 改 善 損 失

特 別 退 職 金

北 米 関 係 会 社 整 理 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損

税引前中間（当期）純利益

中 間 （当 期 ）純 利 益

前 期 繰 越 損 失

再評価差額金取崩額

中間（当期）未処理損失

利 益 準 備 金 取 崩 額

資 本 準 備 金 取 崩 額

減資による繰越損失填補額

- 単独1 -



２．中間貸借対照表
（単位：百万円）

科        目 当 中 間 期 前     期 増     減 前 中 間 期
（平成15年9月30日） （平成15年3月31日） （平成14年9月30日）（平成15年9月30日）

（ 資 産 の 部 ）
263,453 227,719 35,733 229,867

18,420 18,608 △ 188 22,211

207 210 △ 2 896

144,493 116,499 27,993 113,297

34,706 32,358 2,348 34,952

9,537 8,596 941 11,553

8,157 4,224 3,932 4,999

3,997 4,316 △ 318 2,193

1,855 1,754 100 1,838

1,917 2,217 △ 299 2,150

11,203 7,533 3,670 6,583

51 40 10 94

7,591 9,507 △ 1,916 7,465

20,069 15,676 4,393 12,929

5,647 8,376 △ 2,729 10,326

△ 4,403 △ 2,202 △ 2,201 △ 1,626

508,531 489,881 18,649 518,883

325,184 333,611 △ 8,426 342,590

50,576 52,408 △ 1,832 54,912

10,103 10,552 △ 449 11,155

42,628 48,132 △ 5,504 52,562

426 502 △ 76 567

9,506 9,481 25 9,286

206,239 208,855 △ 2,616 210,704

5,705 3,678 2,026 3,401

2,185 2,157 28 2,419

2,110 2,080 29 2,341

75 76 △ 1 78

181,160 154,112 27,047 173,872

32,029 21,935 10,094 24,424

91,042 81,384 9,658 108,166

301 323 △ 21 474

14,684 14,684 － 14,686

160 200 △ 40 240

117 175 △ 58 324

68,430 65,616 2,813 60,129

68 85 △ 17 117

－ 600 △ 600 965

13,826 13,866 △ 39 11,573

△ 35,657 △ 35,414 △ 243 △ 36,751

△ 3,842 △ 9,342 5,499 △ 10,477

771,984 717,601 54,383 748,750

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 評 価 引 当 金

資 産 合 計

従業員に対する長期貸付金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

従業員に対する短期貸付金

繰 延 税 金 資 産

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 渡 金

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 ･ 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車両及びその他の陸上運搬具
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２．中間貸借対照表
（単位：百万円）

科        目 当 中 間 期 前     期 増     減 前 中 間 期
（平成15年9月30日） （平成15年3月31日） （平成14年9月30日）（平成15年9月30日）

（ 負 債 の 部 ）
415,599 372,582 43,016 476,325

43,243 34,833 8,410 35,564

146,272 122,528 23,743 113,639

61,481 68,273 △ 6,792 148,627

1,200 － 1,200 －

61,893 58,244 3,649 62,120

15,000 15,500 △ 500 28,500

23,417 24,363 △ 946 15,861

8 26 △ 17 13

33,947 26,805 7,141 42,364

5,125 3,245 1,879 3,221

7,777 4,096 3,681 2,662

119 111 8 127

3,803 3,261 541 3,486

4,477 3,270 1,207 6,875

248 221 27 138

7,583 7,756 △ 172 12,932

－ 44 △ 44 190

249,196 262,275 △ 13,079 225,788

15,000 15,000 － 30,000

137,108 153,105 △ 15,996 69,245

35,147 34,784 362 67,165

2,972 － 2,972 －

55,738 56,296 △ 557 56,314

759 647 111 1,011

2,469 2,441 28 2,051

664,795 634,858 29,936 702,113

（ 資 本 の 部 ）
55,545 55,545 － 90,329

54,954 131,324 △ 76,369 101,215

54,954 77,537 △ 22,582 101,215

－ 53,786 △ 53,786 －

△ 94,762 △ 189,197 94,435 △ 228,474

－ － － 9,644

4 10 △ 6 10

7,671 7,801 △ 129 7,801

－ 21,321 △ 21,321 21,321

102,438 218,332 △ 115,893 267,254

(17,229) (△ 189,447) (206,676) (△ 114,021)

83,608 84,444 △ 836 84,472

7,873 646 7,227 △ 896

△ 30 △ 19 △ 10 △ 8

107,189 82,743 24,446 46,637

771,984 717,601 54,383 748,750

そ の 他 流 動 負 債

社 債

長 期 借 入 金

製 品 保 証 引 当 金

賞 与 引 当 金

従 業 員 預 り 金

建 設 関 係 支 払 手 形

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

前 受 収 益

一 年 以 内 償 還 の 社 債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年以内返済予定の長期借入金

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー

支 払 手 形

退 職 給 付 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

預 り 保 証 金

繰 延 税 金 負 債

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

中 間 （当 期 ）未 処 理 損 失

関 係 会 社 預 り 保 証 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

負 債 合 計

（うち中間（当期）純利益）

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式
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１．有価証券の評価基準及び評価方法

     （１）子会社株式及び関連会社株式・・・ 移動平均法による原価法（一部について評価減を行っている。）

     （２）その他有価証券   

             時価のあるもの ・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

                                 売却原価は移動平均法により算定している。）

             時価のないもの ・・・移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

       時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

       製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

             総平均法による原価法（一部について評価減を行っている。）

４．固定資産の減価償却の方法

     （１）有形固定資産 

             定額法（なお取得価格が１０万円以上２０万円未満の資産については、３年間で均等償却している。）

               なお主な耐用年数は次のとおりである。

             建物及び構築物       ３年～６５年

             機械装置及び運搬具   ３年～１５年

     （２）無形固定資産 

             自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。それ以外の無形

             固定資産については、定額法。

５．引当金の計上基準

       貸倒引当金 ・ ・ ・ ・ 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

                             貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

                             計上している。

       投資評価引当金・ ・ ・ 当社が投資している関係会社等の株式の価値の減少による損失に備えるための引当で、

                             投資先の資産内容等を考慮して計上している。

       賞与引当金 ・ ・ ・ ・ 従業員賞与の支給に充てるための引当で、当期に負担すべき支給見込額を計上している。

       製品保証引当金・ ・ ・ 製品のアフターサービスに対する費用の支出に充てるための引当で、保証書の約定に従

                             い、過去の実績を基礎にして計上している。

       退職給付引当金・ ・ ・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込

                             み額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。

                             過去勤務債務は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年）による

                             定額法により費用処理している。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

                             従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を

                             それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

       外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

７．リース取引の処理方法

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

       借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

－ 単独 4 －



８．ヘッジ会計の方法

       為替予約及び通貨オプション ・ ・ ・ 振当処理（要件を満たしていないものを除く） 

             金利スワップ       金利スワップ ・ ・ ・ ・ 繰延処理または金融商品に係る会計基準に定める特例処理

９．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

       消費税等（消費税及び地方消費税をいう。）の会計処理は税抜方式によっている。 

－ 単独 5 －



(中間損益計算書関係)

  １．子会社との取引高

     売   上   高         191,405百万円

     仕   入   高          31,066百万円

     営業取引以外の取引高      834百万円

  ２．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。

(中間貸借対照表関係)

  １．子会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 96,529 百万円

長期金銭債権 59,751 百万円

短期金銭債務 36,660 百万円

長期金銭債務 2,469 百万円

  ２．有形固定資産の減価償却累計額 506,409 百万円

  ３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産として

      自動車製造用設備、金型の一部及びコンピュータがある。

  ４．担保に供している資産

建物 37,463 百万円

構築物   7,857 百万円

機械・装置 33,093 百万円

土地 188,643 百万円

投資有価証券・関係会社株式 41,371 百万円

  ５．保証債務残高 22,361 百万円

      保証類似行為残高 5,385 百万円

      輸出手形割引高 9,168 百万円

  ６．土地の再評価に関する法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当中間期末の時価の合計額と

      当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額は、36,647百万円である。

  ７．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。

注記事項
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リース取引関係

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額及び中間期末残高相当額
（単位：百万円）

当 中 間 会 計 期 間 前        期 前 中 間 会 計 期 間
（15／4～15／9） （14／4～15／3） （14／4～14／9）

①取得価額相当額
機械及び装置 21,423 21,939 22,014

工具・器具・備品 14,078 13,252 14,244

その他 1,938 2,582 2,637

  合      計 37,439 37,774 38,896

②減価償却累計額相当額
機械及び装置 11,499 10,981 10,118

工具・器具・備品 8,034 6,790 6,103

その他 1,205 1,497 1,278

  合      計 20,738 19,268 17,499

③期末残高相当額
機械及び装置 9,924 10,958 11,896

工具・器具・備品 6,044 6,462 8,141

その他 732 1,084 1,359

     合      計 16,701 18,505 21,396

（２）未経過リース料中間期末残高相当額
（単位：百万円）

当 中 間 会 計 期 間 前        期 前 中 間 会 計 期 間
（15／4～15／9） （14／4～15／3） （14／4～14／9）

   １  年  以  内 5,678 6,047 5,991

  １    年    超 11,809 13,389 16,323

    合      計 17,488 19,436 22,314

（３）支払リース料及び減価償却費相当額
（単位：百万円）

当 中 間 会 計 期 間 前        期 前 中 間 会 計 期 間
（15／4～15／9） （14／4～15／3） （14／4～14／9）

 支払リース料 3,295 6,848 3,511

減価償却費相当額 2,862 5,923 3,010

支払利息相当額 326 885 465

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（５） 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については利息法によっている。

２．オペレーティング・リース取引未経過リース料

該当なし
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子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの    （単位：百万円）

当  中  間  期  （平成15年9月30日現在）
種        類 貸借対照表計上額 時     価 差     額

関 連 会 社 株 式 1,198 5,281 4,082

有価証券関係
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（１）販売台数
当  中  間  期        前  中  間  期 前 中 間 期 比
（15／4～15／9）      （14／4～14／9） 増     減
国内 輸出 合計 国内 輸出 合計 国内 輸出 合計

大  型、中  型 台 台 台 台 台 台 台 台 台
トラック ・ バス 15,904 10,748 26,652 7,977 7,792 15,769 7,927 2,956 10,883

小型トラック・バス 36,870 58,885 95,755 17,091 86,082 103,173 19,779 △ 27,197 △ 7,418

合          計 52,774 69,633 122,407 25,068 93,874 118,942 27,706 △ 24,241 3,465

（２）部門別売上高
      （記載金額は百万円未満を切捨てて表示している。）

当  中  間  期        前  中  間  期 前 中 間 期 比
（15／4～15／9）      （14／4～14／9） 増     減
国内 輸出 合計 国内 輸出 合計 国内 輸出 合計

大  型、中  型 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
トラック ・ バス 94,960 40,858 135,819 48,635 27,610 76,245 46,324 13,248 59,573

小型トラック・バス 82,558 72,685 155,244 36,942 103,833 140,776 45,615 △ 31,147 14,468

計 177,518 113,544 291,063 85,578 131,443 217,021 91,940 △ 17,898 74,041
海外生産用部品 - 16,047 16,047 - 23,397 23,397 - △ 7,350 △ 7,350
ｴﾝｼﾞﾝ・ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ
   ・部品等 60,523 78,553 139,076 45,318 77,489 122,807 15,204 1,064 16,268

計 238,041 208,145 446,187 130,896 232,330 363,226 107,145 △ 24,184 82,960

販売実績
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